
生活拠点形成事業計画　生活拠点形成事業等

有 設置の時期：

うち、福島県等
以外の者が負
担する額を減じ
た額

(455,320) (455,320) (138,740) (316,580)

0

＜455,320＞ ＜455,320＞ ＜138,740＞ ＜316,580＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(341,260) (341,260) (135,140) (206,120)

0

＜341,260＞ ＜341,260＞ ＜135,140＞ ＜206,120＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(10,710) (10,710) (0) (10,710)

0

＜10,710＞ ＜10,710＞ ＜0＞ ＜10,710＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(7,140) (7,140) (0) (7,140)

0

＜7,140＞ ＜7,140＞ ＜0＞ ＜7,140＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(198,397) (198,397) (12,333) (18,459) (14,223) (13,208) (13,152) (27,756) (23,576) (22,533) (25,136) (28,021)

26,102 26,102 26,102

＜224,499＞ ＜224,499＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜12,333＞ ＜18,459＞ ＜14,223＞ ＜13,208＞ ＜13,152＞ ＜27,756＞ ＜23,576＞ ＜22,533＞ ＜25,136＞ ＜28,021＞ ＜26,102＞

(11,277) (11,277) (1,197) (2,185) (1,706) (1,453) (1,317) (1,105) (886) (730) (442) (256)

27 27 27

＜11,304＞ ＜11,304＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,197＞ ＜2,185＞ ＜1,706＞ ＜1,453＞ ＜1,317＞ ＜1,105＞ ＜886＞ ＜730＞ ＜442＞ ＜256＞ ＜27＞

(1,024,104) (1,024,104) (273,880) (540,550) (13,530) (20,644) (15,929) (14,661) (14,469) (28,861) (24,462) (23,263) (25,578) (28,277) (0)

26,129 26,129 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26,129

＜1,050,233＞ ＜1,050,233＞ ＜273,880＞ ＜540,550＞ ＜13,530＞ ＜20,644＞ ＜15,929＞ ＜14,661＞ ＜14,469＞ ＜28,861＞ ＜24,462＞ ＜23,263＞ ＜25,578＞ ＜28,277＞ ＜26,129＞

(1,024,104) (1,024,104) (273,880) (540,550) (13,530) (20,644) (15,929) (14,661) (14,469) (28,861) (24,462) (23,263) (25,578) (28,277) (0)

26,129 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26,129

＜1,050,233＞ ＜1,024,104＞ ＜273,880＞ ＜540,550＞ ＜13,530＞ ＜20,644＞ ＜15,929＞ ＜14,661＞ ＜14,469＞ ＜28,861＞ ＜24,462＞ ＜23,263＞ ＜25,578＞ ＜28,277＞ ＜26,129＞

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,006,254) (1,006,254) (273,880) (522,700) (13,530) (20,644) (15,929) (14,661) (14,469) (28,861) (24,462) (23,263) (25,578) (28,277) (0)

26,129 26,129 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26,129

＜1,032,383＞ ＜1,032,383＞ ＜273,880＞ ＜522,700＞ ＜13,530＞ ＜20,644＞ ＜15,929＞ ＜14,661＞ ＜14,469＞ ＜28,861＞ ＜24,462＞ ＜23,263＞ ＜25,578＞ ＜28,277＞ ＜26,129＞

(17,850) (17,850) (0) (17,850) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜17,850＞ ＜17,850＞ ＜0＞ ＜17,850＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

川内村
（注１）　「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）　「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）　「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。ただし、復興交付金の交付を受けた災害公営住宅事業等がある場合は、交付期間にかかわらず、当該事業費を含める。
（注４）　「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。
（注５）　居住制限者のための災害公営住宅整備事業等として復興交付金の交付を受けた事業については、復興交付金事業計画に記載された当該災害公営住宅整備事業等の総交付対象事業費を記載する。
　　　　　その場合は、「総交付対象事業費」欄及び「各年度の交付対象事業費」欄は空欄とする。
（注６）　「全体事業期間」は、平成29年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成29年度以降も含めて記載をする。
（注７）　年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。
（注８）　担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。
（注９）　上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注１０）各年度の交付対象事業費（中段）のうち、様式１－４で提出された年度の値が配分（申請）に係る交付対象事業費となる。

都道県名 担当部局名 電話番号 メールアドレス
市町村名 担当部局名 住民課 住民係 電話番号 0240-38ｰ2113 メールアドレス juumin@vill.kawauchi.lg.jp No.5　No.6

令和4年度

各年度の交付対象事業費

川内村

村

1 1

2

宮ノ下-

単年度型

（単位：千円）

単年度型

25

復興交付金の
交付を受けた
災害公営住宅
整備事業等の
総交付対象事

業費
（注５）

26

～

26

平成28年度 令和元年度

10,710

令和7年10月時点

基金型

単年度型

川内村 直接

A -

平成26年3月

1 村

平成29年度 平成30年度

（ う ち 基 幹 事 業 ）

（うち避難者支援事
業 等 ）

　　　　

（様式１－２）

直接

直接川内村

川内村 直接

基金設置の有無：

◆

村

No.

1 災害公営住宅整備事業

3

宮ノ下

災害公営住宅駐車場整備事業

-

1 -

A

A

-

2

A

2◆

5

3 - 16

平成25年度 平成26年度 平成27年度 令和2年度

全体事業
期間

（注６）

11,304 27

～村 川内村 直接

単年度型

地区名
施設名

事業
実施
主体

交付
団体

～

単年度型村

備　考（注７）

宮ノ下２

-

事業名
（注２）

災害公営住宅家賃低廉化事業 宮ノ下

直接

4

-

-

1

東日本大震災特別家賃低減事業

災害公営住宅整備事業

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注４）

川内村

川内村

341,260

1 宮ノ下２-

-

-

事業番号
（注１）

A -

災害公営住宅駐車場整備事業

直接／間接

A 1

1

-

村

宮ノ下

1

2

26449,320

～ 26

～ 26

7

～

25

224,499

7,140

27

26

7

令和6年度令和5年度 令和7年度令和3年度

合　　 計

（ うち市 町 村 交付
分 ）

（ う ち 県 交 付 分 ）



川内村 生活拠点形成事業計画 令和7年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

26,102 26,102 21,751

＜26,102＞ ＜26,102＞ ＜21,751＞

(0) (0) (0)

27 27 20

＜27＞ ＜27＞ ＜20＞

(0) (0) (0) (0) (0)

26,129 26,129 21,771 0 0

＜26,129＞ ＜26,129＞ ＜21,771＞ ＜0＞ ＜0＞

電話番号 メールアドレス

川内村 電話番号 0240‐38‐2113 メールアドレス juumin@vill.kawauchi.lg.jp

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

 直接 2/3 災害公営住宅家賃低廉化事業  宮ノ下  村

（様式１－４）

省庁名： 令和7年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  1  5  Ａ  －   2  －  川内村

 直接 1/2 東日本大震災特別家賃低減事業  宮ノ下  村  川内村6  Ａ  －   3  －   1

合計額

都道県名 担当部局名

市町村名 担当部局名 住民課 住民係


